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    韓国における農業の現状と農政の方向およびその評価 

 

１．はじめに 

 韓国では、1998年から 10 年間続いた金大中、盧武鉉の「進歩」政権の時代が終わり、2008

年 2 月、10 年ぶりに「保守」政権であるハンナラ党の李明博が政権の座についた。李政権

下の農業政策に関する特徴とその内容を紹介し、農政に深く関わっている韓国国内の研究

や行政の諸機関、学識経験者、活動団体およびマスコミが農業政策をどのように捉えまた

評価しているのかを明らかにするのが、本章の主要な目的である。 

 李政権は後ほど詳しく述べるように市場重視型の農業政策を展開しているが、国内では

これを容認するグループとこれに異議を唱えるグループが並存しているのが実情である。

したがって、それぞれのグループによって様々な意見が出され、立場の違いによって見解

が大きく相反、ときには鋭く対立している場合もある。 

 本章では、２節で韓国における農業の現状を最新の統計によって明らかにし、農業の構

造を多面的に分析する。３節で李政権下の農業政策の指針と公約および政策実現のための

具体的な戦略を入手した資料に基づいて紹介する。４節で現行の政策に対する評価を現地

におけるインタビュー調査の結果をもとに、それを要約したものを政策の項目別に整理す

る。５節で韓国農政がかかえる主要な課題をまとめ要約にかえる。なお５節のあとに特集

を設け、最近のもっとも重要な農業政策である WTO体制下の米政策改革と昨年韓国で大き

な騒乱を引き起こしたアメリカ産牛肉輸入自由化のその後について、その主要な論点を述

べることにする。 

 

２．韓国農業の現状 

韓国農業の現状を明らかにするために、韓国農協経済研究所が刊行した 2008 年度研究報

告書『開放化時代、農業・農村問題と解法研究』（１）の「第 1 部 農業・農村の方向」に記

載されている統計を用いて、現状の要点を、国民経済と農業、農業構造、農業生産と農畜

産物消費、農畜産物の輸出入、農家経済および海外農業開発投資の各項目に分けて整理す

ることにする。以下に示す表（表１から表 40）にはもともと表題がないため、内容に即

して筆者が適宜に付け加えた。統計上の表記はできるだけ原文を忠実に翻訳したつもり

であるが、一部は筆者が日本語に適するように表現を若干変えた箇所もある。また表に

よっては脚注に資料の出所が示されていないものもあり、不明のままにした。海外農業

開 発 投 資 に つ い て は 、 2008 年 ３ 月 に ソ ウ ル 経 済 新 聞 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://economy.hankooki.com）に掲載された記事（２）のなかにある表を表 41 として、また

韓国農村経済研究院（政府系農業・農村研究機関）の研究員である金鎔澤らがまとめた『国

際穀物市場の新たな変化と国内対応方案』（2007）（３）で用いられた表のなかから、表 42 と

して引用した。 
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（１）国民経済と農業 

 2006 年の農業付加価値は 22兆ウォンで、総付加価値の 2.9％を占めている。農業付加価 

値率（農業付加価値／総付加価値）は 1995 年の 5.5％から低下している（表１）。農業付

加価値率が低下したのは、GDP 成長率よりも農業成長率が低くまた減速したためである（表

２）。農林業に関連産業を含めた「農産業」の付加価値が総付加価値に占める割合は 2004

年で 11％を占めており、農産業は国民経済からみて 1 割産業といえる（表３）。2007 年の農

林部門予算は 12 兆ウォンであり、国家予算全体の 6.9％を占める。この比率は 2000 年以降

ほぼ同様の水準を維持している（表４） 

 

表表表表１１１１．．．．総付加価値総付加価値総付加価値総付加価値とととと農業付加価値農業付加価値農業付加価値農業付加価値のののの比重比重比重比重のののの推移推移推移推移

区　　　分 1995 2000 2006 06/95
総付加価値（A) 359.6 514.1 754.0 109.7
農業（Ｂ） 19.9 21.7 21.9 10.1

耕種 16.7 18.6 17.5 4.8
畜産 2.9 2.6 3.7 27.6

農業比重（Ｂ／Ａ） 5.5 4.2 2.9 -
注：農業は耕種、畜産、農業その他サービスの合計

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：兆ウォン、％）

 

 

表表表表２２２２．．．．国内総生産国内総生産国内総生産国内総生産とととと農業成長率農業成長率農業成長率農業成長率のののの推移推移推移推移

区　　分 1995 2000 2006 2007 07/95
国内総生産（GDP) 398.8 578.7 848.0 901.2 2.3

ＧＤＰ成長率 9.2 8.5 5.0 ー ー
農業成長率 8.2 3.0 △3.6 ー ー

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：兆ウォン、％）

 
 

 

表表表表３３３３．．．．農業付加価値農業付加価値農業付加価値農業付加価値のののの部門構成部門構成部門構成部門構成((((2004200420042004年年年年））））

総付加価値 農産物 農産物比重
（Ａ） （Ｂ） 農林業 関連産業 （Ｂ/A)

694 76 24 52 11.0
資料：農林部報道資料『農産業が国民経済に占める比重を高める』（2006.6）

（単位：兆ウォン、％）
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表表表表４４４４．．．．農林部門予算構成農林部門予算構成農林部門予算構成農林部門予算構成のののの推移推移推移推移

区　　　分 1995 2000 2006 2007 07/95
国家予算1) 58.2 127.4 177.5 178.6 3.1
農林部門予算2) 6.4 8.5 10.5 12.1 1.9
比重 11.0 6.6 5.9 6.9 -
注：1) 一般会計＋特別会計の総計

　　 2) 農林部＋農村振興庁＋山林庁の総計

資料：農林水産食品部『糧政資料』

（単位：兆ウォン、％）

 

 

（２）農業構造 

 2007 年の耕地面積はおよそ 178万 haであり、国土面積の 17.9％を占めている。耕地面積

のうち水田は 107万 ha（60％）、畑は 71 万 haである。農家 1 戸当たりの耕地面積は 1.45ha

で、わずかながら増加の傾向にある。耕地利用率は 1990年の 113.3％から 2007年には 103.1％

へと低下した（表５）。作物別の耕地利用面積の推移をみると、耕地利用面積が 1990 年の

241.1万 haから 2007 年に 185.5万 haへと減少しているなかで、麦類、豆類、特用作物の耕

地利用面積に対する比率が低下し、果樹、野菜、イモ類の比率が上昇した（表６）。 

 2007 年の農家人口はおよそ 327 万人であり、総人口の 6.8％を占めている。農家人口は

1990 年に 666 万人であったから、この間に 50％も減少した。2005 年の農村人口はおよそ

876 万人で総人口の 18.1％を占めている（表７）。年齢別に分けて農家人口をみると、1990

年と 2007年の間に農家人口が減少しているなかで、50歳以上が農家人口に占める割合はこ

の間に 35％から 60％へ、60 歳以上が 18％から 42%へ、65歳以上が 12％から 32％へとそれ

ぞれ上昇しており、農家人口が急速に高齢化してきている（表８）。 

 2007 年の農家数は 123.1 万戸であり、総世帯数の 7.5％を占めている。また、米生産農家

(87.5万戸)は農家数全体の 71.1％を占めている。農家数は 1990年に 176.7万戸であったから、

2007 年までのこの間に 50 万戸以上も減少した（表９）。2007 年の農家数 123.1 万戸のうち

専業農家の比率は 61.3％、兼業農家の比率は 38.7％（１種兼業農家 11.7％、２種兼業農家

27.0％）であった。1990年と比較すれば、2 種兼業農家の比率が 18.4％から 27.0％へと高ま

った（表 10）。耕地規模別の農家数は 1990 年と 2007 年の間に農家数が減少しているなかに

あって、0.5ha未満と 3.0ha以上の農家が増加（0.5ha未満農家は 48.3 万戸→49.0 万戸、3.0ha

以上農家は 4.4 万戸→8.6 万戸）し、またそれぞれの規模階層の農家数全体に占める割合も

上昇した（0.5ha未満農家は 27.3％→39.8％、3.0ha以上農家は 2.5％→7.0％）（表 11）。営農

形態別の農家数は 1990年と 2007 年の間に、稲作、畑作を主な収入源とする農家が減少し、

野菜、果樹を主な収入源とする農家が増加した。畜産を主な収入源とする農家は数として

は減少したが、比率としては上昇した。2007 年の営農形態別農家の比率は、稲作 49.6％、

野菜 21.5％、果樹 11.7％、畜産 6.5％、畑作 5.9％となっている（表 12）。経営主の年齢別に

みた農家数は 1990年と 2007 年の間に、59歳以下の農家（特に 40歳以下の農家）が著しく

減少し、逆に 60 歳以上の農家（特に 70 歳以上の農家）が増加した。2007 年では、経営主
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年齢 59歳以下の農家数は農家数全体の 38.8％、60歳以上の農家数は 62.2％を占めている（表

13）。営農後継者の有無を 1995 年と 2005 年で比較すると、1995 年に 19.7 万戸（農家数全

体の 13.2％）あった営農後継者を有する農家数が、2005 年にはわずか 4.5 万戸（3.5％）へ

と著しく減少した。日本は営農後継者を有する農家が 1994 年の 156.7 万戸（56.2％）から

2004年の 122.0万戸（52.9％）への減少幅にとどまっている（表 14）。 

 

表表表表５５５５．　．　．　．　耕地面積耕地面積耕地面積耕地面積のののの推移推移推移推移

区　　　分 国　土 １戸当たり 耕地利用 耕地利用率
面　積 計 田 畑 耕地面積 面積 (%)

1990 9,927 2,109 1,345 764 1.194 2,409 113.3
2000 9,946 1,889 1,149 740 1.365 2,098 110.5
2006 9,968 1,800 1,084 716 1.446 1,860 102.0
2007 9,972 1,782 1,070 712 1.448 1,856 103.1

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：1000ha、％）

耕　地　面　積

 

 

表表表表６６６６．　．　．　．　作物別耕地利用面積作物別耕地利用面積作物別耕地利用面積作物別耕地利用面積とそのとそのとそのとその構成構成構成構成のののの推移推移推移推移

区　　　分 合　計 特用 野菜類 果実類
米穀 麦類 豆類 イモ類 雑穀 作物

2,411 1,669 1,244 160 188 40 37 130 277 132
100.0 69.2 51.6 6.6 7.8 1.7 1.5 5.4 11.5 5.5
1,855 1,161 950 56 88 40 27 80 222 148

100.0 62.6 51.2 3.0 4.7 2.2 1.5 4.3 12.0 8.0
資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

1990

2007

(単位：1000ha、％） 

食　料　作　物

 

表表表表７７７７．．．．農村人口農村人口農村人口農村人口およびおよびおよびおよび農家人口農家人口農家人口農家人口のののの推移推移推移推移

区　　　　分 1990 2000 2006 2007
総人口 42,869 47,008 48,297 48,456

農村人口 11,102 9,381 8,764注） -
（総人口対比） 25.9 20.0 18.1 -

農家人口 6,661 4,031 3,304 3,274
（総人口対比） 15.5 8.6 6.8 6.8
注：2005年の数値

資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000人、％）

 

 

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農家人口 6,661 4,031 3,304 3,274

50歳以上比率 34.5 49.9 59.0 60.1
      60歳以上比率 17.8 33.1 40.8 42.0
      65歳以上比率 11.5 21.7 30.8 32.1

（単位：1000人、％）

表表表表８８８８．．．．年齢階層別年齢階層別年齢階層別年齢階層別にみたにみたにみたにみた農家人口農家人口農家人口農家人口のののの推移推移推移推移　　　　
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表表表表９９９９．　．　．　．　農家数農家数農家数農家数のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2006 2007
総世帯数 11,355 14,312 16,158 16,673

農家数 1,767 1,383 1,245 1,231
（総世帯数対比） 15.6 9.7 7.7 7.5

稲作農家数 1,525 1,078 903 875
（総農家戸数対比） 86.3 77.9 72.5 71.1
資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000戸、％）

 

 

表表表表10101010．．．．専兼別専兼別専兼別専兼別にみたにみたにみたにみた農家数農家数農家数農家数とそのとそのとそのとその比率比率比率比率のののの推移推移推移推移

区　　　　分 1995 2000 2006 2007
農家数 1,767 1,383 1,245 1,231
専業農家数比率 59.6 65.2 63.1 61.3
兼業農家数比率 40.4 34.8 36.9 38.7
第一種兼業農家数 22.0 16.2 12.1 11.7
第二種兼業農家数 18.4 18.6 24.8 27.0
資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000戸、％）

 

 

表表表表11111111．．．．耕地規模別耕地規模別耕地規模別耕地規模別にみたにみたにみたにみた農家数農家数農家数農家数のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農家数 1,767（100.0） 1,383（100.0） 1,245(100.0） 1,231(100.0）

0.5ha未満 483(27.3) 440(31.8) 487(39.1) 490(39.8)
0.5　～　1.0 544(30.8) 379(27.4) 325(26.1) 313(25.4)
1.0　～　2.0 543(30.7) 351(25.4) 252(20.2) 246(20.0)
2.0　～　3.0 129(7.3) 114(8.2) 80(6.4) 80(6.5)
3.0ha以上 22(2.5) 85(6.1) 86(6.9) 86(7.0)

資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000戸、％）

 

 

表表表表12121212．．．．営農形態別営農形態別営農形態別営農形態別にみたにみたにみたにみた農家数農家数農家数農家数のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農家数 1,767(100.0) 1,383(100.0) 1,245(100.0) 1,231(100.0)

　　　水稲 1,232(69.7) 787(56.9) 639(51.3) 610(49.6)
　　　果樹 107(6.1) 143(10.4) 139(11.2) 144(11.7)
　　　野菜 172(9.7) 238(17.2) 261(21.0) 265(21.5)
　　　畑作 114(6.5) 92(6.6) 79(6.3) 74(5.9)
　　　畜産 89(5.0) 72(5.2) 77(6.3) 80(6.5)

注：農家の営農形態は農家の農業総収入のうち収入が最大の作物を基準に区分

資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000戸、％）
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表表表表13131313．．．．経営主年齢階層別経営主年齢階層別経営主年齢階層別経営主年齢階層別にみたにみたにみたにみた農家数農家数農家数農家数のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農家数 1,767(100.0） 1,383(100.0) 1,245（100.0） 1,231（100.0）

40歳未満 258(14.6） 92（6.6） 35（2.8） 30（2.5）
　40　～　49歳 373（21.1） 238（17.2） 174（14.0） 156（12.6）

50　～　59歳 584（33.0） 348（25.2） 302（24.2） 291（23.7）
60　～　69歳 403（22.8） 479（34.7） 411（33.0） 408（33.2）

70歳以上 150（8.5） 227（16.4） 323（26.0） 345（28.0）
資料：統計庁『農業および漁業基本統計調査結果』

（単位：1000戸、％）

 

 

表表表表14141414．．．．営農後継者営農後継者営農後継者営農後継者のののの有無有無有無有無でみたでみたでみたでみた農家数農家数農家数農家数のののの推移推移推移推移

区　　　分
1995 2005 1994 2004

農家数 1,501 1,273 2,787 2,161
あり 197(13.2) 45(3.5) 1,567(56.2) 1,144(52.9)
なし 1,304(86.8) 1,228(96.5) 1,220(43.8) 1,018(47.1)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　        注：販売農家のうち1994年は16歳以上の営農後継者の有無。2004年は同居営農後継者の有無。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             資料：統計庁ホームページ『農業総調査』、農林水産省統計部『農林水産統計』『農林業センサス』

日本

（単位：1000戸、％）

韓国

 

 

（３）農業生産と農畜産物消費 

 2007 年の農林業生産額は 35.8 兆ウォンであり、1990年の 18.5兆ウォンよりも大きく増 

加した（表 15）。農林業生産額を品目別に 1990 年、2000 年および 2007 年で比較してみる

と、生産額の最も大きい品目はこの間一貫して米穀であり、次に畜産物（豚、肉牛、牛乳、

鶏、鶏卵）であった。畜産物に次いでは果実（みかん、すいか、いちご）および野菜（に

んにく、とうがらし、白菜）であった（表 16）。水稲の作付農家数、肉牛、乳牛、豚および

鶏の飼養農家数は 1995 年と 2005 年の間に減少し、また作付面積・飼養頭羽数（豚と鶏を

除き）もこの間に減少したが、農家１戸当たりの作付面積と飼養頭羽数は増加した。（表 17）。

要するに作付・飼養農家の大規模化が進んだ（表 18）。2007年の食料作物の生産量は 503.4

万トン、作付面積は 116.3万 haであった。1990 年の生産量は 663.5万トン、作付面積は 166.9

万 ha であったことから、この間に生産量、作付面積ともに減少した（表 19）。2007 年の野

菜類の生産量は 939.4 万トン、作付面積は 278 万 ha であった。1990 年の生産量は 867.7 万

トン、作付面積は 317 万 ha であったことから、この間に生産量は減少したが、作付面積は

増加した。特に施設野菜は 2000 年までは生産量、作付面積ともに著しく増加した（表 20）。

2007年の果実類の生産量は 275.0 万トン、栽培面積は 154万 haであった。1990 年の生産量

は 176.6 万トン、栽培面積は 133 万 ha であったことから、この間に生産量、栽培面積とも

に増加した。特に、なしはこの間に生産量、栽培面積ともに著しく増加した（表 21）。1990

年から 2007 年にかけて、肉牛と乳牛の飼養頭数および飼養戸数はともに減少したが、豚と

鶏の飼養頭羽数と飼養戸数は増加した。肉牛、乳牛、豚および鶏ともに 1 戸当たり飼養頭
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羽数は増加した。特に豚は飼養頭数の増加よりも飼養戸数の減少が著しかったため、1 戸当

たり飼養頭羽数は急増した（表 22）。 

 1990 年から 2007年にかけての農畜産物年間１人当たり消費量の推移をみると、食料作物

は 167.0kgから 132.5kgへ減少した一方で、野菜類は 132.6kgから 154.0kgへ、果実類は 41.8kg

から 67.9kg へ、さらに畜産物は 19.9kgから 35.4kgへとそれぞれ増加した（表 23）。 

 1990 年から 2007年にかけての農畜産物自給率（重量ベース）の推移をみると、食料作物

は 43.1％から 27.2％へ、肉類は 90.0％から 71.5％へとそれぞれ低下した。品目別にみると

米以外の食料作物は 10.3％から 3.9％、また牛肉は 52.5％から 46.4％へ低下した。熱量自給

率は 1990年の 62.6％から 2006 年には 45.6％へと低下した（表 24）。先進諸国との間で農畜

産物自給率を比較すると、韓国は欧米諸国よりも低いが日本よりは高い。日本との比較で

いえば、2006 年で穀類自給率は低い（韓国 27.8％、日本 30.7％）ものの、肉類、豆類、野

菜類および果実類の自給率は日本よりもはるかに高い（表 25）。 

 

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農林業 18.5 33.1 36.4 35.8
農業 17.9 32.0 35.2 34.7

耕種 13.9 23.9 23.6 23.4
畜産 3.9 8.1 11.7 11.3

林業 0.7 1.1 1.2 1.2
資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位:兆ウォン）

表表表表15151515．．．．農林業生産額農林業生産額農林業生産額農林業生産額のののの推移推移推移推移

 

 

表表表表16161616．．．．品目別品目別品目別品目別にみたにみたにみたにみた上位農畜産物上位農畜産物上位農畜産物上位農畜産物のののの生産額生産額生産額生産額のののの推移推移推移推移

順　　　位 品目 生産額 品目 生産額 品目 生産額 （比重）
1 米穀 6,538 米穀 10,505 米穀 7,858 22.7
2 豚 1,174 豚 2,372 肉牛 3,478 10.0
3 肉牛 922 肉牛 1,879 豚 3,320 9.6
4 にんにく 836 牛乳 1,352 牛乳 1,551 4.5
5 牛乳 638 とうがらし 1,044 鶏 1,028 3.0
6 鶏 446 鶏 821乾とうがらし 999 2.9
7 リンゴ 440 鶏卵 651 鶏卵 854 2.5
8 とうがらし 427 柑橘 634 いちご 792 2.3
9 鶏卵 408 すいか 560 すいか 754 2.2
10 白菜 373 にんにく 532 白菜 694 2

小　　　計 12,202 20,350 21,328 61.5
資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：10億ウォン、％）

1990 2000 2007
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表表表表17171717．．．．水稲水稲水稲水稲のののの農家数農家数農家数農家数・・・・面積面積面積面積・・・・１１１１戸当戸当戸当戸当たりたりたりたり規模規模規模規模とととと家畜家畜家畜家畜のののの農家数農家数農家数農家数・・・・面積面積面積面積・・・・１１１１戸当戸当戸当戸当たりたりたりたり飼養規模飼養規模飼養規模飼養規模のののの推移推移推移推移

区　　　分
農家数 面積、頭数 １戸当たり規模 農家数 面積、頭数 １戸当たり規模

水稲 1,203 1,042 0.87 935 943 1.01
肉牛 519 2,594 5.0 192 1,819 9.5
乳牛 24 554 23.5 9 479 53.7

豚 46 6,461 140.8 12 8,962 729.2
鶏 203 85,800 421.8 136 109,628 807.2

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：1000戸、1000ha、1000頭羽、ha/戸、頭羽/戸） 

1995年 2005年

 

 

（単位：％）

区　　　分 1995 2000 2005 2005/1995
水稲（3ha以上） 14.8 20.0 29.5 2.0
肉牛（30頭以上） 16.6 36.4 46.9 2.8
酪農（50頭以上） 17.8 50.4 71.6 4.0
養豚（1000頭以上） 36.5 60.2 77.9 2.1
施設農業（2000坪以上） 38.3 47.1 52.9 1.4
資料：イチョンファン(2008)

表表表表18181818．．．．規模規模規模規模のののの大大大大きいきいきいきい農農農農・・・・畜産農家比率畜産農家比率畜産農家比率畜産農家比率のののの推移推移推移推移

 

 

表表表表19191919．．．．穀類穀類穀類穀類のののの作付面積作付面積作付面積作付面積とととと生産量生産量生産量生産量のののの推移推移推移推移

区　　　　分
面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量

1990 1,669 6,635 1,244 5,606 160 417 188 271 40 208 37 132
2000 1,318 5,911 1,072 5,291 68 163 107 134 46 248 25 75
2007 1,163 5,034 950 4,408 56 176 88 128 42 224 27 98

注：生産量は精穀基準

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要資料』

（単位：1000ha、 1000トン）  

合計 米穀 豆類 雑穀野菜類麦類

 

 

表表表表20202020．．．．野菜類野菜類野菜類野菜類のののの作付面積作付面積作付面積作付面積とととと生産量生産量生産量生産量のののの推移推移推移推移

区　　　分
面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量

1990 317 8,677 44 3,241 35 1,686 63 133 44 417 40 1,017
2000 386 11,282 46 2,869 34 1,507 75 194 45 574 91 3,247
2007 278 9,394 31 2,080 22 1,017 55 160 27 348 73 3,077

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要資料』

とうがらし にんにく 施設野菜
（単位：1000ha、 1000トン）  

合計 白菜 大根

 

 

表表表表21212121．．．．果実類果実類果実類果実類のののの栽培面積栽培面積栽培面積栽培面積とととと生産量生産量生産量生産量のののの推移推移推移推移

区　　　分
面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量 面積 生産量

1990 133 1,766 49 629 9 159 15 131 12 115 19 493
2000 173 2,429 29 489 26 324 29 476 14 170 27 563
2007 154 2,750 29 436 20 467 19 329 13 185 21 777

ぶどう もも

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要資料』

（単位：1000ha、 1000トン）  

合計 りんご なし 柑橘

 

 

表表表表22222222．．．．家畜家畜家畜家畜のののの頭羽数頭羽数頭羽数頭羽数・・・・飼養戸数飼養戸数飼養戸数飼養戸数・・・・１１１１戸当戸当戸当戸当たりたりたりたり頭羽数頭羽数頭羽数頭羽数のののの推移推移推移推移

区　　　分
頭数 飼養戸数 戸当たり 頭数 飼養戸数 戸当たり 頭数 飼養戸数 戸当たり 羽数 飼養戸数 戸当たり

1990 1,622 620 3 504 33 15 4,528 133 34 74,463 161 463
2000 1,590 290 6 544 13 42 8,214 24 342 102,547 218 470
2007 2,201 184 12 453 8 57 9,606 10 960 119,365 ー ー

注：鶏は2006年からは3000羽以上の飼養農家を対象に調査しており、以前の統計と異なる

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要資料』

（単位：1000頭・羽、1000戸）

豚 鶏肉牛 乳牛
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表表表表23232323．．．．農畜産物農畜産物農畜産物農畜産物のののの年間年間年間年間１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり消費量消費量消費量消費量のののの推移推移推移推移

区分 1990 2007 区分 1990 2007 区分 1990 2007 区分 1990 2007
米 119.6 76.9 大根 26.7 20.1 りんご 14.5 8.9 牛肉 4.1 7.6

大麦 1.6 1.1 白菜 46.9 37.4 なし 3.6 9.2 豚肉 11.8 19.2
小麦 29.8 33.7 にんにく 6.5 5.7 もも 2.7 3.8 鶏肉 4.0 8.6
大豆 8.3 8.9 たまねぎ 7.4 15.0 ぶどう 3.1 7.3 牛乳 42.8 63.0

野菜類 3.3 3.3 とうがらし 1.8 1.7 柑橘 11.5 16.8 鶏卵 167 226
総計 167.0 132.5 総計 132.6 154.0 総計 41.8 67.9 総計 19.9 35.4

注：畜産統計は牛肉、豚肉、鶏肉の合計

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要資料』

畜産物
（単位：Kg、個）

食料作物 野菜類 果実類

 

 

表表表表24242424．．．．農畜産物自給率農畜産物自給率農畜産物自給率農畜産物自給率のののの推移推移推移推移

区　　　分 野菜類 果実類 肉類 熱量
米 米以外 牛肉 基準

1990 43.1 108.3 10.3 ー ー 90.0 52.5 62.6
2000 29.7 102.9 4.5 97.8 88.5 78.8 52.8 50.6
2006 27.7 98.5 4.6 92.2 82.7 72.2 47.9 45.6
2007 27.2 95.8 3.9 ー ー 71.5 46.4 ー

注：自給率の数値は重量ベース

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

食料作物
（単位：％）

 

 

表表表表25252525．．．．主要各国主要各国主要各国主要各国におけるにおけるにおけるにおける農畜産物自給率農畜産物自給率農畜産物自給率農畜産物自給率のののの推移推移推移推移

区　　　　分 韓国 日本 アメリカ イギリス カナダ フランス
穀類 27.8 30.7 129.4 100.0 143.5 190.6
肉類 78.4 54.9 113.0 170.1 170.1 123.4
豆類 19.8 3.5 128.8 36.5 199.4 92.5

野菜類 92.2 63.4 91.8 31.2 62.3 80.3
果実類 82.7 43.9 68.6 4.1 16.7 85.6

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

注：自給率の数値は重量ベース

（単位：％）

 

 

（４）農畜産物の輸出入 

 2007 年における農畜産物の貿易収支は 109億ドルの赤字であり、その赤字幅は 1990 年 

の 30億ドルから継続的に拡大した（表 26）。農畜産物輸入の自由化率は、1990 年の 83.4％

から 2007年には 98.9％まで上昇した。輸入残存品目数は 1990 年の 193 から 16へと減少し

た（表 27）。2006 年の農林畜産物輸出額 23 億ドル余りのうち、加工農林畜産物は 76.8％、

生鮮農林畜産物は 23.2％であった。輸出先国は、日本（輸出額の 28.3％、以下同じ）、アメ

リカ（12.2％）、中国（11.3％）、ロシア（9.0％）などである（表 28）。2006年の農林畜水産

物輸入額 133.3億ドルのうち、穀類（輸入額の 15.9％、以下同じ）、牛肉（6.6％）、豚肉（5.8％）、

果実類（5.4％）などが主要な輸入品目であった。輸入先国は、アメリカ（輸入額の 21.2％、

以下同じ）、中国（16.5％）、オーストラリア（12.4％）、ASEAN（11.8％）EU（11.3）など

である（表 29）。 
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区　　　　分 1990 2000 2006 2007
国家全体 輸出 650 1,723 3,255 3,715

輸入 698 1,605 3,094 3,568
収支 △48 118 161 147

農畜産物 輸出 8 13 22 24
輸入 38 68 109 133
収支 △30 △55 △87 △109

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：億ドル、％）

表表表表26262626．．．．農畜産物農畜産物農畜産物農畜産物のののの輸出輸出輸出輸出とととと輸入輸入輸入輸入のののの推移推移推移推移

 

 

表表表表27272727．．．．農畜産物輸入自由化率農畜産物輸入自由化率農畜産物輸入自由化率農畜産物輸入自由化率のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 1995 2000 2007
農畜産物品目数 1,166 1,227 1,435 1,469
輸入自動承認品目数 973 1,160 1,411 1,453
自由化率 83.4 94.5 98.3 98.9
輸入残存品目 193 67 24 16
総輸入残存品目 350 107 24 16
注：輸入残存品目は農産物のうち自由化されていない品目。総輸入残存品目は農産物を含む非自由化品目

　　 輸入自動承認品目数はすでに自由化されている品目

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

（単位：品目数、％）

 

 

表表表表28282828．．．．品目別品目別品目別品目別・・・・国家別国家別国家別国家別にみたにみたにみたにみた農林畜水産物輸出農林畜水産物輸出農林畜水産物輸出農林畜水産物輸出のののの内訳内訳内訳内訳((((2006200620062006年年年年））））

合計 2,304 合計 2,304
○生鮮農林水産物 536 日本 651
ー野菜 134 アメリカ 282
ーキムチ 70 中国 260
ー高麗人参 89 ロシア 208
ー花き・果実 139 香港 146
ー鶏肉・豚肉 32 台湾 92
○加工農林畜産物 1,769 ＡＳＥＡＮ 184
注：山林副産物7200万ドル、木材類5200万ドルを含めた金額

 　　生鮮林産物にはきのこ類を含む。

資料：農林水産食品部『報道資料』

品目別（100万ドル） 国家別（100万ドル）

 

表表表表29292929．．．．品目別品目別品目別品目別・・・・国家別国家別国家別国家別にみたにみたにみたにみた農林畜水産物輸入農林畜水産物輸入農林畜水産物輸入農林畜水産物輸入のののの内訳内訳内訳内訳（（（（2006200620062006年年年年））））
　　　　　　　　　　　　　　　　

合計 13,327 合計 13,327
野菜類 412 アメリカ 2,826
キムチ 88 中国 2,199
果実類 713 オーストラリア 1,657

牛肉 879 ＡＳＥＡＮ 1,568
豚肉 778 ＥＵ 1,510
鶏肉 118 ニュージーランド 698
穀類 2,116 ブラジル 601

注：林産物24億6,100万ドルを含めた金額

資料：農林水産食品部『農林水産食品主要統計』

国家別（100万ドル）品目別（100万ドル）
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（５）農家経済 

 農家交易指数（農家販売価格指数／農家購入価格指数、2000 年=100）は、1990年に 113.7

であったものが 2007 年には 87.3 となり、この間農家には不利な価格の動きであった（表

30）。農家販売価格指数では、この間に穀物価格の年平均上昇率が畜産物や青果物よりも低

く、農家購入価格指数では、農業用品よりも農村賃料金や家計用品の価格の年平均上昇率

が高かった（表 31）。農家所得は 1990 年から 2007年の間に 2.9 倍増加した。2007年の農家

所得の内訳は農業所得 32.6％、農外所得 34.7％、そして移転所得（非経常所得を含む）32.7％

であった。家計支出はこの間に 3.4倍増加した。また農家資産はこの間に 5.0 倍、農家負債

は 4.4倍増加した（表 32）。農家所得と都市勤労者世帯所得との相対所得比（農家所得／都

市勤労者世帯所得×100）は、1990 年に 97.4 であったものが漸次低下し、2007 年には 72.5

になった（表 33）。韓国の農外所得比率を日本、台湾、アメリカと比較すれば、韓国は相対

的に低いといえる。2000年と 2005年を比較すれば、韓国の農外所得比率は 52.8％から 61.3％

へと上昇しているのに対して、日本、台湾、アメリカではその比率を低下させている（表

34）。営農形態別に農家所得とその構成をみると、農家所得が平均よりも高いのは、所得の

高い順に、花き、畜産、果樹である。こうした営農形態の農家はまた、農業依存度（農業

所得／農家所得）も高い（表 35）。内訳をみると、平均になっていないように見受けられま

す。農家所得と農業依存度の高い農家は、それと同時に農業に用いられる農家負債も大き

い（表 36）。経営主年齢階層別にみた農家所得とその構成をみると、農家所得が平均よりも

高いのは、所得の高い順に、40～49歳、50～59歳、30～39 歳である。こうした年齢階層の

農家は平均よりも農業依存度が高いが、農外所得比率も高い。一方、60 歳以上の高齢農業

者は、移転所得比率が高い（表 37）。40～49 歳、50～59 歳の年齢階層は、農業に用いられ

る農家負債も大きい（表 38）。耕地規模別にみた農家所得とその構成をみると、農家所得が

平均よりも高いのは、所得の高い順に、10.0ha 以上、5.0－7.0ha、7.0－10.0ha、3.0－5.0ha

である。こうした規模階層の農家は平均よりも農業依存度が高い（表 39）。耕地規模の大き

い農家はまた、農業に用いられる農家負債も大きい（表 40）。 

 

表表表表30303030．．．．農家交易条件農家交易条件農家交易条件農家交易条件などのなどのなどのなどの変化変化変化変化
(2000=100）

区　　　　　分 1990 2007 年平均上昇率
農家販売価格指数（A） 67.3 114.6 3.2
農家購入価格指数(B) 59.2 131.2 4.8
農家交易条件(A/B) 113.7 87.3 △1.5
消費者物価指数 51.7 123.4 4.2
資料：農林水産食品部、農林水産食品主要統計  
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表表表表31313131．．．．農家販売価格指数農家販売価格指数農家販売価格指数農家販売価格指数とととと農家購入価格指数農家購入価格指数農家購入価格指数農家購入価格指数のののの変化変化変化変化
(2000=100）

区　　　分 1990 2007 年平均上昇率
農家販売価格指数
　　- 穀物 57.3 93.2 2.9
　　-青果物 70.8 118.9 3.1
　　-畜産物 77.1 141.3 3.6
農家購入価格指数
　　-家計用品 56.0 131.3 5.1
　　-農業用品 68.0 132.4 4.0
　　-農村賃料金 48.6 125.3 5.7
資料：統計庁(www.nso.go.kr)、kosis  

表表表表32323232．．．．農家経済農家経済農家経済農家経済のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2007
○　農家所得 11,026 23,072 31,967

ー農業所得 6,264 10,897 10,406
 ー農外所得 2,841 7,432 11,097

ー　移転所得（非経常所得を含む） 1,921 4,743 10,465
○　家計支出 8,227 18,003 28,048
○　農家経済余剰 2,478 4,361 3,919
○　農家資産 79,352 159,975 395,981
○　農家負債 6,828 20,207 29,946
資料：統計庁『農家経済統計』

（単位：1000ウォン）

 

 

表表表表33333333．．．．農家所得農家所得農家所得農家所得とととと都市勤労者世帯所得都市勤労者世帯所得都市勤労者世帯所得都市勤労者世帯所得のののの推移推移推移推移

区　　　分 1990 2000 2006 2007
農家所得 11,026 23,072 32,303 31,967
都市勤労者世帯所得 11,320 28,643 41,321 44,105
相対所得比 97.4 80.6 78.2 72.5
資料：統計庁『農家経済統計』『都市家計年報』

（単位：1000ウォン、％）

 

 

表表表表34343434．．．．農家所得農家所得農家所得農家所得とととと農外所得農外所得農外所得農外所得のののの構成構成構成構成のののの国際比較国際比較国際比較国際比較

区　　　分
農家所得 農外所得 比重（％） 農家所得 農外所得 比重（％）

韓国（1000ウォン） 23,072 12,175 52.8 30,503 18,688 61.3
日本（1000円） 8,280 7,196 86.9 5,029 3,789 75.3
台湾（1000ＮＴドル） 917.6 756.5 82.4 872.7 691.7 79.3
アメリカ（ドル） 62,019 52,228 95.5 79,961 65,324 81.7
注：1）韓国の農外所得には、移転所得、非経常所得を含めており、日本、台湾、アメリカの農外所得には移転所得を含む

　　 2）2004年から日本は農業と関係のない世帯員所得を除外しているので農外所得は減少している

資料：農林水産食品部『国勢監査準備資料』 

2000年 2005年
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表表表表35353535．．．．営農形態別営農形態別営農形態別営農形態別にみたにみたにみたにみた農家所得農家所得農家所得農家所得のののの構成構成構成構成

区　　分 平均 水稲 果樹 野菜 特用作物 花き 畑作 畜産
1995 農家所得 21,803 17,702 30,506 22,411 23,251 27,166 15,504 33,683

農家所得 31,967 24,143 32,983 26,490 31,359 52,921 24,800 43,056
農業所得 32.6 39.4 56.3 49.1 50.5 71.7 43.4 65.5
農外所得 34.7 15.3 11.7 10.8 13.5 8.5 16.7 11.2
移転所得等 32.7 45.3 32.0 40.1 36.0 19.8 39.8 21.8

注：移転所得（公的・私的補助金）等には非経常所得（被贈収入など）を含む

資料：統計庁『農家経済統計』

（単位：1000ウォン、％）

2007

 

 

表表表表36363636．．．．営農形態別営農形態別営農形態別営農形態別にみたにみたにみたにみた農家負債農家負債農家負債農家負債のののの構成構成構成構成((((2007200720072007年年年年））））

区　　分 平均 水稲 果樹 野菜 特用作物 花き 畑作 畜産
農家負債 29,946 22,133 32,643 35,989 32,953 101,866 18,968 52,709
　　農業用 55.0 59.2 63.8 67.8 66.6 77.6 46.5 75.1
　　家計用 25.8 27.6 24.7 19.4 22.1 13.1 19.0 14.3
　　兼業用 6.5 2.2 4.4 1.2 0.9 3.7 0.4 4.8
　　その他 12.6 10.9 7.1 11.6 10.5 5.6 34.1 5.9

（単位：1000ウォン、％）

 

 

表表表表37373737．．．．年齢別年齢別年齢別年齢別にみたにみたにみたにみた農家所得農家所得農家所得農家所得のののの構成構成構成構成

区　　　分 平均 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上
1995 農家所得 32,303 38,739 45,577 42,703 32,041 21,768
2007 農家所得 31,967 54,887 42,254 44,002 33,126 20,806

農業所得 32.6 34.1 36.2 35.9 31.4 28.1
農外所得 34.7 28.5 44.9 40.4 32.6 25.7
移転所得等 32.7 37.5 19.0 23.7 36.0 46.2

注：移転所得等には非経常所得が含まれる

資料：統計庁『農家経済統計』

（単位：1000ウォン、％）

 

 

表表表表38383838．．．．経営主年齢階層別経営主年齢階層別経営主年齢階層別経営主年齢階層別にみたにみたにみたにみた農家負債農家負債農家負債農家負債のののの構成構成構成構成((((2007200720072007年年年年））））

区　　分 平均 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上
農家負債 29,946 46,947 64,264 54,025 25,950 10,321
　　農業用 55.0 50.8 75.8 58.4 46.1 33.1
　　家計用 25.8 16.8 16.0 23.4 30.6 38.2
　　兼業用 6.5 8.1 3.9 6.5 7.9 7.6
　　その他 12.6 24.3 4.3 11.8 15.4 21.1

（単位：1000ウォン、％）

 

 

表表表表39393939．．．．耕地規模別耕地規模別耕地規模別耕地規模別にみたにみたにみたにみた農家所得農家所得農家所得農家所得のののの構成構成構成構成（（（（2007200720072007年年年年））））

区　　分 平均 0.5ha未満 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0-3.0 3.0-5.0 5.0-7.0 7.0-10.0 10.0ha以上
農家所得 32,303 27,416 29,079 27,580 29,561 32,228 39,470 51,330 44,196 58,653
農業所得 32.6 8.7 19.6 30.9 40.1 41.5 48.6 44.5 46.8 59.0
農外所得 34.7 54.0 48.0 36.9 27.7 24.8 22.1 19.2 23.6 14.7
移転所得等 32.7 37.3 32.4 32.3 32.2 33.8 29.3 36.3 29.7 26.3
注：移転所得等には、非経常所得を含む

資料：統計庁『農家経済統計』

（単位：1000ウォン、％）
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表表表表40404040．．．．耕地規模別耕地規模別耕地規模別耕地規模別にみたにみたにみたにみた農家負債農家負債農家負債農家負債のののの構成構成構成構成((((2007200720072007年年年年））））

区　　分 0.5ha未満 0.5-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0-3.0 3.0-5.0 5.0-7.0 7.0-10.0 10.0ha以上
農家負債 18,037 24,426 22,018 23,634 31,759 45,023 45,412 93,478 95,324
　　農業用 29.5 38.0 45.6 57.9 58.5 65.8 69.6 79.3 81.8
　　家計用 36.7 30.1 29.9 29.8 29.9 21.5 21.3 7.6 10.1
　　兼業用 12.9 7.1 11.9 2.6 4.8 4.1 1.4 7.3 3.9
　　その他 21.0 24.8 12.6 9.7 6.9 8.6 7.6 5.7 4.2

（単位：1000ウォン、％）

 

 

（６）海外農業開発投資 

 農林業部門における企業の海外進出先は、ロシア（沿海州が中心）、東南アジア（インド

ネシア、ベトナム、カンボジアなど）、中国（吉林省および山東省が中心）、それにモンゴ

ルなどが主要な諸国である。そこでは、米、小麦、豆、ソバ、野菜、キャッサバ、薬用作

物などが栽培されているが、2008 年現在ですでに退去した企業も少なくない（表 41）。ま

た 2007 年の海外に進出した企業などによる農地の規模はおよそ 52 万 1,300haにおよび、地

域別・国別では、規模の大きさの順にロシア（24万 1,600ha）、東南アジア（11万 8,000ha）、

アフリカ（5 万 200ha）、中国（4万 800ha）、南米（3万 6,800ha）、オセアニア（3 万 100ha）、

北米（3,800ha）の順となっている（表 42）。農林漁業分野への年間海外直接投資額は、1985

年の 593 万ドルから 2006 年には 4,287 万ドルへと増加した（輸出入銀行『海外直接投資統

計年報』2006年版による）。それにもかかわらずほとんどの事業は失敗ないしは中断に追い

込まれているという。その理由をソウル経済新聞は次のように述べている。「農業開発事業

は長期的な見通しに立って投資することが必要であるにもかかわらず、事業の妥当性につ

いて十分な検討が行われずに着手された。事業費が不足した。穀物メジャーによる流通障

壁がある」「政府は投資地域に関する農業環境調査を通して情報を提供する役割を果たして

いるが、実質的な成果を上げているわけではない」。さらに続けて、「韓米 FTA の拡大（注）

などにより農産物の輸入依存度が年々高くなっており、2007 年からは穀物価格が暴騰した

ことなどを背景として、海外農業開発は収益を目指した投資から食料安保と直結した問題

として認識され始めている。食料の 70％を輸入している韓国は、食料を安定的に確保しま

た海外市場開放により遊休化される農業資源に代替するために、国内の自給生産に合わせ

て海外に安定的な生産基地を確保する必要が高くなってきた」（注：新聞にはこのように記

載されているが、韓米 FTA はこの時点でもまだ発効していない）としている。 
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表表表表41414141． ． ． ． 韓国韓国韓国韓国のののの主要企業主要企業主要企業主要企業におけるにおけるにおけるにおける海外農業進出海外農業進出海外農業進出海外農業進出のののの現状現状現状現状

国名 会社名 進出年度 営農内容 08年の現状

(株)ゴハップ そば、カラスムギ 04年870ha耕作

(ＫＰケミカル資産管理チーム) (3,200ha直営) 退去

(社)セマウル運動中央会 1997 総契約面積12,480ha 退去

(社)韓農復旧会 1996 豆、野菜など106ha 05年106ha耕作

(社)京畿道農業経営人連合会 2000 総面積3,000haを確保 04年営農を中断

契約面積2,150ha 05年現在薬用作物

(薬用作物を200ha栽培) 200ha

事業費調達の困難で

97年以降開発が中断

00年米栽培
(直接栽培720万トン収穫、
契約栽培5,300トン買入)

退去
01年1,000ha耕作

05年200ha
インドネシア 韓国南方開発(株) 1997 とうもろこし、豆、米 退去

05年1,400ha栽培
08年1月退去

グットモーニングパム 1999 小麦

ロシア

1991

(株)UNIGEN南洋アロエ 1998

中国

大陸総合開発 1994

（資料）原資料は海外農業投資センター。ソウル経済新聞ホームページ（http://economy.hankooki.com).2008.3より転載

カンボジア (株)CJ 1999 キャッサバ

豆、小麦

ロクチョン産業 1998 米

モンゴル

 

 

表表表表42424242．．．．地域別地域別地域別地域別にみたにみたにみたにみた農業海外進出農業海外進出農業海外進出農業海外進出のののの現状現状現状現状

地域 進出の現状 面積（ha）
アルゼンチン、ブラジル、チリなど
農業移民形式の海外農業開発。ほとんどが失敗
10～500haの小規模農場の一部だけが活動
アメリカ、カナダ
180～1,800ha規模の民間投資農場が活動

ベトナムに3,700haの穀物生産民間企業が投資

インドネシアに114,300haの民間企業が投資（森林および農
業）豪州、ニュージーランドに30,100ha
鹿、緬羊の飼育および観光農業、現地民間農場
ガーナ、リビア、南アフリカ共和国に60～100haの民間農場
ザイールに50,000ha規模の統一教の財団が農場で活動
中央アジアに約7,600haの民間投資
沿海州に233,900haの民間投資
吉林省、山東省などに民間投資、自治体支援
投資は約40,000haあまり。ほとんど500ha以下の小規模投資

合計 521,271
注：表現の一部を翻訳文から若干修正

資料：原資料は韓国農村公社、ロシア沿海州農業協力推進方案2007。金鎔澤ほか（2007）『国際穀物市場の新たな変化と国内対応方案』

南米 36,829

北米 3,847

東南アジア 118,000

　　　　（韓国農村経済研究院）p．88から引用

オセアニア 30,100

中国 40,758

アフリカ 50,167

ロシア 241,570

 

 

 以上に示した統計分析の結果とソウル経済新聞に掲載された記事などの内容を要約すれ

ば、次のように整理することができる。 

 韓国において国民経済に占める農業の地位は、付加価値産出の寄与度および政府予算に

占める農林部門の割合からみて、今日大きく低下した。 
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 近年、耕地面積の減少以上に農家人口および農家数が急速に減少したことから、農家１

戸当たり耕地面積はわずかながら増加する傾向にある。その一方で経営主の高齢化が進行

し兼業化も進み、耕地利用率は大幅に低下した。高齢化した経営主では後継者が少なく、

営農の持続性が懸念されている。耕地規模別では 0.5ha 未満と 3.0ha 以上の農家階層が増加

し、その中間層が減少する両極分解の傾向がみられる。営農形態別には果樹、畜産、野菜

の農家が比率として増加している。 

 農業生産では米を除く食料作物の生産が減少し、野菜、果実、畜産物の生産が増加した。 

これは食料消費パターンの変化に対応した結果であったが、食料作物の生産減少はこれを 

中心とする農畜産物自給率の低下を招いた。自給率の低下はその裏腹の関係として農畜産 

物の輸入増加を結果することになった。近年の輸入増加は農畜産物の輸入自由化を背景と 

するものである。 

 近年、農家所得は増大したが、都市勤労者世帯所得との格差はむしろ拡大した。農家所 

得の増大は農業所得よりも農外所得や移転所得等の伸びに依存するところが大きい。農業 

所得の大きい農家は、営農形態では花き、畜産、果樹であり、経営主年齢階層では 40～49 

歳、50～59歳、30～39歳であり、また耕地規模では、10.0ha以上、5.0－7.0ha、7.0－10.0ha、 

3.0－5.0haである。 

 総じて現在の韓国農業は、花き、畜産、果樹など付加価値の高い部門に特化した耕地 

規模の比較的大きい中堅の経営主によって担われるといえよう。 

 韓国農村経済研究院の金炳律がまとめた『強い農林水産業づくり戦略』（2008年）（４）の

なかで、「韓国農業は、土地基盤の脆弱、人力基盤の脆弱、資本基盤の脆弱、技術的基盤の

脆弱により労働生産性が伸びずに市場競争力が弱化して農家所得が停滞している」と指摘

している。 まさしく農業生産基盤の脆弱化が農業の労働生産性と農家の所得の伸びを制約

し、農業が国民経済のなかで衰退しつつある経済部門であることを、統計的にも裏付けて

いるということができる。 

 また海外農業投資では、年間の海外直接投資額が増加しているものの、不十分な事業妥

当性の検討と不足する事業費、穀物メジャーの流通障壁などにより退去した企業も少なく

ない。食料を安定的に確保しまた海外市場開放により遊休化される農業資源に代替するた

めに、国内の自給生産に合わせて海外に安定的な生産基地を確保する必要が高くなってき

たという見解を示している。 

 

３．農業政策の方向と戦略 

 上述した農業の構造変化と現状を受けて、現政権はどのような農業政策の方向を打ち出 

しているのであろうか？ハンナラ党李明博政権下における国家経営の哲学と農業観ならび 

に農政公約は、ハンナラ党の政策公約集「一類国家希望共同体大韓民国」の農業および農 

業関連の分野に記されている（５）。以下の記述はこれに基づきその要点を整理し直したもの 

である。 
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（１）国家経営の哲学と農業観 

１）国家経営の哲学 

 ① 経済成長：「大韓民国 747」 

  ・公共部門の革新と高付加価値を産み出す新しい成長産業の海外市場への進出などを

通じて年率７％の経済成長を達成 

  ・１人当たり国民所得を 5年以内に 3 万ドルへ引き上げ、また 10 年以内に４万ドルを

達成 

  ・10年後に経済規模でみて世界ランキング 7位（現在のイタリア）へ跳躍 

   （＊下線は筆者が加えた） 

 ② 小さな政府：実用政府 

  ・中央行政組織をスリム化し、政府の各種委員会を大幅に整備 

  ・重複し浪費されている政府予算 13 兆ウォンを節減。また基金の調整・統合・縮小、

契約審査制度などの導入で政府予算 20兆ウォンを節減 

 ③ 実利の外交： 

  ・北朝鮮に対する外交姿勢をこれまでの軟化政策から核廃棄と実質的変化を誘導する

戦略的「対北開放政策」へ転換 

  ・伝統的な友好関係をもとに協同の価値と相互利益を強化・発展させる韓米同盟関係

を模索 

 韓国はできるだけ政府の介入を縮小しながら、市場と企業を重視した外向きの政策によ

って今後とも持続的な経済成長を成し遂げるとともに、その結果として高い経済発展の段

階に到達することに国家経営の哲学をおいているといえる。 

２）農業観 

 ① FTAは避けられない岐路 

  ・韓国は海外市場へ進出して経済発展を遂げる路線であることから、基本的に FTA の

締結を肯定的に受け入れ、それを最大限に活用すべき 

  ・これによって影響を受ける産業に対しては構造政策と生産性向上の支援策を講じる

とともに、影響を被る階層に対しては所得補填と社会安全網の拡充を通じて解決 

  ・韓米 FTA に対しては「先対策後論議」の立場を堅持 

 ② 高付加価値農業へ転換 

  ・農業生産（１次農業）だけでは、政府からの補助、先進科学技術の営農への適用、

大規模化が図られるとしても、収支を合わせることが困難 

  ・農林畜産物の流通過程とその加工化（２次産業化）に農業者が参加して農業者が取

得する付加価値分を増加させるとともに、それによって消費者物価を引き下げるべ

き 

  ・これまで農業生産（１次農業）に傾いてきた政府の「農林部」を、農業生産に加工・

流通を統合した「農業食品部」（現在は「農林水産食品部」）へ名称を変更し、部局
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の概念を変える 

  ＊政策協議、農政諮問などのため、農業界の意見を求める機構の設立が必要 

 ③ 精鋭な農業者人材の育成 

  ・農業投資を産業中心から人中心へ転換することが必要 

  ・日本と中国の市場へ進出するために品質の競争力を高める必要があり、そのために

は精鋭な農業者、輸出農企業を育成すべき 

 市場経済の開放化が進むなかで、農業のより一層の輸入自由化は不可避である。それに

よって影響を被る農業者層や地域に対して、短期的には所得補償と社会安全網により影響

緩和措置をとるが、中・長期的には構造政策と生産性向上の支援策により人的能力の高い

農業経営層に投資を集中させてそこを農業の主要な担い手として育成しようとするのが現

政権の農業観であるように見受けられる。また農業を生産局面だけでなく加工・流通販売

の局面まで取り込み、市場の動きに適合させた農業経営の拡大化により農業者の付加価値

を高める方策を現政権は推し進めようとしているものと考えられる。 

 

（２）農政公約 

① FTA と所得支援 

  （基本視角） 

   韓米 FTA 締結および今後の韓 EU、韓中の FTA など継続的な開放によって農家への

影響が予想されることから、農家所得を補償することにより FTA の推進による農家の

不安を解消する。 

  （公約内容） 

  ・農業者に対する所得補償特別法の制定および直接支払制度の拡大 

  ・農漁業災害補償の拡大 

② 農業の高付加価値化と競争力の強化 

  （基本視角） 

   FTA 締結に対応して農業・農村の構造調整および競争力強化のための対策を講じる

必要がある。 

  （公約内容） 

  ・親環境有機農業の育成など農業の高付加価値化 

  ・農畜水産物の流通構造の改革 

  ・農地取引規制の大幅な緩和 

  ・農企業の育成を通じた負債の解消および職場の創出 

  ・大運河建設事業と農業・農村－農産物の流通費用の節減、農村観光の活性化－ 

③ 農家負債の解消 

  （基本視角） 

   農業は先端技術化、産業内部の資本蓄積、新規市場の形成に失敗した。農家では年
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間の農業および農外活動から生じる負債総額が総売上高を上回っている。 

  （公約内容） 

  ・悪性農家負債の解消 

  ・農機械共同賃貸事業団の運営 

④ 農村福祉の拡充 

  （基本視角） 

   農村は今後超高齢化社会になると展望されるなかで、高齢者の病気、貧困、孤独を

解決することが必要である。 

  （公約内容） 

  ・農村高齢者福祉施設の拡充 

  ・農村生活インフラの保障 

⑤ 農村教育（高校多様化 300） 

  （基本視角） 

   「夢」と「希望」と「喜び」を与える教育を実施する。多様な高等学校体制を導入

し、学校の競争力を高める。教育費の負担が非常に大きい。 

  （公約内容） 

  ・150の寄宿型公立高校を設立する 

  ・50の職業(マイスター)高校、100 の地域特性をもった自立型私立高校を設立する。 

⑥ 対北農業政策 

  （基本視角） 

   北朝鮮の核武装絶対反対という原則を徹底し、改革・開放へ転換後北朝鮮の１人当

たり所得が 10年以内に 3000 ドルとなるように積極的に協調する。 

  （公約内容） 

  ・統一を準備する農業政策の樹立 

  ・統一基盤を調整するための南北経済共同体の実現 

⑦ 食卓の安全保障 

  （公約内容） 

  ・子供の食べ物に対する安全対策の確立 

  ・生産・製造段階から安全性を確保できる予防管理体系の定着 

  ・生産履歴追跡管理制度（Traceability）の導入と拡大 

  ・消費者が正しい食品選択を可能とする制度（原産地表示）や表示情報の拡大など知

る権利の強化 

  ・食品安全管理の一元化 

⑧ バイオ・エネルギー原料農産物の生産基盤の拡大 

  （基本視角） 

   2021 年以降温室ガスの削減が義務づけられる可能性が高いなかで、気候変動枠組条 
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  約に対する国家次元での総合的かつ体系的な対策を樹立し、段階別対応策を緊急に講

じる必要がある。 

  （公約内容） 

  ・温室ガス排出削減に向けた気候変動総合基本計画の樹立と推進 

  ・バイオ燃料用作物栽培のための基盤拡大 

⑨ 予算 20 兆ウォンの節減と均衡財政 

  （基本視角） 

   政府財政の規模が持続的に拡大するなかで、非能率と浪費により相当な予算が損失

となっている。政府財政の積極的な再整備による財源の確保が必要である。 

  （公約内容） 

  ・公共部門の革新と予算の 10％節減 

  ・基金予算の統廃合 

 現政権の国家経営と農業観を受けた農政公約はこのように多岐にわたるが、これは主と

して３つの視点に集約することができる。 

 第１に、国民に安全な食品とその情報を提供するとともに農産物の流通改革により市場

価格を低下させ、安全な食品と農産物を供給するために環境にやさしい農業をめざし、ま

た環境にやさしいバイオ燃料の生産基盤を拡充しようとする視点である。  

 第２に、成長と所得の増大が期待できる企業的農家（農場）へ、農地、雇用労働力、経

営資金および開発技術などの生産資源を集中させる一方で負債を解消して市場競争力の強

い農業主体を育成するとともに、米生産農家などに対して所得を補償し農業経営を安定化

させようとする視点である。 

 第３に、農村の高齢者、女性および子供に対して、福祉対策の拡充、生活インフラの整

備、学校教育の充実などを通じて、農村の生活基盤を創造しようとする視点である。 

 この３つの視点、すなわち「食の安全と環境の保全」「経営者能力と経営意欲の高い農業

者および企業農の育成」「農村生活基盤の整備と新たな創造」は、いうまでもなく日本の「食

料・農業・農村基本法」に基づいた食料・農業・農村基本計画に示される施策の基本理念

と重なる部分が多く、大変興味深い。 

 

（３）農林水産業強化のための戦略 

 韓国農村経済研究院の金炳律は、2008年に『強い農林水産業づくり戦略』（韓国語）と題

して作成した資料のなかで、韓国の将来に向けた農林水産業強化のための戦略を７項目に

分けて提示している。これは資料のなかに明記されているわけではないが、韓国政府が打

ち出した戦略指針を明示したものと考えられる。この資料には冒頭に戦略についての要約

がなされている。ここでは、これを直接引用するとともに、資料にそって戦略ごとの要点

を以下に記述することにする。なお、資料は韓国語から日本語に翻訳されたものであるが、

その要点を歪曲しないよう最大限の注意を払いながら、筆者によって表現をいくらか整理
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し直した。 

１）戦略の指針 

 今後の政策は、高い経営能力と技術力を有する農漁業経営体を育成し、食品・農産物と

これに関連したサービスに国際競争力をもった農林水産業を構築する必要がある。一方、

競争力育成の対象となりにくい高齢農と零細農に対しては、確実な社会安全網など福祉政

策を推進することで、農漁業従事者の共感をえる政策が必要である。この指針に基づき、

農林水産業を強化するための「７+１戦略」をグループ分けして提示すると、①競争力強化：

経営体の育成・Ｒ＆Ｄ革新・規制緩和、②需要拡大：輸出農業の育成・食品・農産物のク

ラスター、③変化の先導：緑色市場の主導的地位の確保、快適な農村づくり、④配慮：社

会安全網の構築、に区分される。 

２）７+１の農林水産業強化戦略 

戦略１：個別農家以外にも組織経営体、企業農などの経営主体を集中的に育成し、農業生

産で前向きな競争を促し、企業のもつ力量を農業部門の成長に誘導する。 

    ・農業生産、流通、加工産業の企業的運営と企業参加の積極的誘導 

    ・集落単位の営農組織、協同組合による共同農業の活性化 

    ・個別農家のレベルで規模が拡大し作目が専門化された企業的経営体の育成 

戦略２：食品・農産物の研究開発（Ｒ＆Ｄ）－普及－教育のシステムを革新し、持続可能 

な競争力を維持・創出できる基礎を整備する。 

    ・公共と民間の共同による研究の推進および調整システムの構築 

    ・農業・食品加工の現場で活用できる技術開発の産業化 

    ・研究開発－普及－教育が結合した農家への技術指導および専門教育体系の構築 

    ・輸出戦略農産物を中心とした品目の育成 

戦略３：農業会社法人、商法上の一般法人の農地所有制限を改訂し、農業的利用に限定し

て農地の所有制限を緩和させることで、農地資源の効率的利用を促す。また食品・

農産物生産の企業体、協同組合、法人など組織間の競争制限要素を撤廃あるいは

規制を緩和し競争を促す。 

    ・農地の所有と利用（賃貸借）に関する規制の緩和と制度の改善 

    ・投機および転用を目的とした農地所有の抑制 

    ・協同組合と農業法人、商法上の一般法人、総合農協と品目別組織の間での競争

の促進と垂直的な取引交渉力を強化するための戦略的な提携、合併、連合など

の活性化 

    ・政策資金の多様な農業経営体への拡大 

戦略４：世界市場を対象とした輸出農業を集中的に育成し、国際競争を通じて競争力を強

化する。このために、農業生産－食品－輸出の系列化体系を構築して取引費用を

節減し需要の変化に迅速に対応するとともに、原料を安定的に供給し、品質と価

格調整機能保持して、安定的な投資の促進するよう誘導する。 
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    ・世界市場を目標に設定した農産物生産戦略の樹立 

    ・輸出支援組織との連携 

    ・輸出専門組織などに対する輸出を前提とした輸出契約および生産計画の樹立と

誘導 

    ・生産者と食品企業間および生産者と輸出企業間の系列化を促進するための法

的・制度的基盤づくりのインセンティブ提供 

    ・品目別農家の組織化による原料供給の規模化および品質向上と食品企業、輸出

企業と系列化する際の取引交渉力の強化 

戦略５：全国の主要地域に食品・農産物クラスター（特区）を育成して集積効果を高め、

知識・情報の交換と相互補完性を最大化する。また、種子、農業資材、流通、食

品製造などの農業関連産業や金融およびコンサルティングなどの産業を育成し、

シナジー（相乗）効果を極大にする。 

    ・全国の大規模農業地域を選定・特化することによる食品・農産物のクラスター

の育成 

    ・特区内の生産－加工－流通－関連企業における土地所有と利用に関する規制の

緩和、民間企業の誘致、税制上のメリットなどインセンティブの供与 

    ・クラスターを中心とした研究・開発－指導－教育体系の強化 

戦略６：農業部門の「低炭素緑色成長」を動力化し、ポスト京都議定書の時代に備えて緑 

色市場（Green Market）で主導的な地位を確保する。 

・大気中の二酸化炭素などを吸収・縮減する研究開発の拡大 

・汚染物質および廃棄物の排出を最小化する緑色技術の開発 

・農林漁業部門のバイオマス利用の極大化によるクリーン・エネルギーの生産 

・エネルギーの効率性を最大化するための設備産業の育成 

・炭素排出権取引制の導入とこの取引市場を通じた環境問題の解決 

・生態の効率性を向上させるための耕種および畜産の構造改変 

戦略７：農村集落に、文化、娯楽、芸術などを享受できる施設を設置するとともに生活基

盤を整備して農村でも快適な生活ができるようにし、また農村工業と観光農業の

育成を通じて雇用の場を創出し、農外所得源を拡充する。 

    ・集落において地域共同体としての生活が可能となるよう文化、娯楽、芸術、生

活基盤の施設を設置 

    ・農村工業化と観光農業化による農外所得政策の推進 

    ・農村への都市住民と都市資本の流入、地域経済の多角化と活性化、規制の緩和

と制度の改善 

+１戦略：市場競争から疎外される高齢農、零細農に対する確実な社会安全網を構築して、

基礎水準以上の生活が営まれるよう条件を整備し、疎外される農家階層の生活を

安定化する。 
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    ・最低限の生活を保障する農村サービス基準を設定し、政策目標として管理 

    ・社会的弱者に対する特別支援対策の推進 

    ・必要な福祉サービスを必要とする人に提供できる福祉サービスの改善 

    ・農村型住宅ローンの開発 

 また、海外農業開発投資に関する支援政策の基本方向と推進戦略については、政府の正

式見解ではないが、金鎔澤ほか（2007）『国際穀物価格上昇の影響と対応戦略－シンポジウ

ムの結果報告－』 （韓国農村経済研究院）（６）で記述された内容の要約を以下に示すことに

する（翻訳文を筆者が一部修正）。 

（基本方向） 

①主要戦略穀物に対する自立能力を高める 

・戦略穀物の海外での確保に対する基本計画（2008～2017 年）を樹立 

・年度別に戦略穀物の海外での確保率を設定 

②国家間の食料資源確保競争において海外での食料支援開発能力を高める 

・関連公企業の能力強化 

・海外進出民間企業に対する支援の強化 

③民間企業の海外投資拡大のために政府予算による支援を拡充する 

・農地管理基金の活用、海外食料開発ファンドの導入など 

（推進戦略） 

①段階的な推進 

・事業妥当性の事前調査（可能性調査の段階）→モデル事業の実施（試験栽培および検証の

段階）→関連インフラの造成（契約栽培およの施設整備の段階）→経営段階（直接経営） 

②支援戦略 

・関連技術、資金、情報および外交の支援と提供 

・段階別・品目別に差別化した戦略を樹立・適用 

③資金支援 

・資源（エネルギー、鉱物、森林など）の確保と食料安保に資するものであれば政府による  

 資金の支援は必需 

・長期間の投資、ハイリスク・ローリターン（開発の収益は数年後に回収可能）      

３）戦略の方向 

 以上の戦略の柱から、以下のような方向がみえてくる。これからの韓国農業は、個別経 

営体だけでなく組織経営体（会社、法人、集落営農組織など）など多様な経営主体に農地、

労働力、資本および技術などの生産資源を集積させ、これら経営主体が生産－加工－流通

－輸出の連鎖を見据えつつ、そこに関連産業やサービス支援産業などが関わってシナジー

（相乗）効果を発揮し、また主要な農業生産地帯ごとにクラスター（特区）を設けて集積

効果をもたらす。この方向へ導くために、農地の所有と利用に関する規制を緩和し、民間

投資を誘致するために税制上のメリットを引き出すとともに輸出促進においては法的・制
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度的基盤を整備するなどしてインセンティブを与える。公共と民間が一体となった研究開

発－普及－教育システムを構築する。また、大気中の温室ガスを抑制するためにクリーン・

エネルギー創出のための技術開発とその産業化を図る。その一方で農村では快適な居住空

間を創造し、農村工業や観光農業など多様な就業機会を創出する。高齢農や零細農に対し

ては、生活・福祉サービスなどの充実により社会安全網を構築し、農村で安心・満足しな

がら経済活動と生活が営まれる環境づくりを行う。また、海外農業開発投資においては、

戦略穀物と（食料）資源を確保するために、民間企業の海外投資拡大に対して関連技術、

資金、情報および外交を支援・提供して能力を高め、段階別・品目別に差別化戦略を樹立

して適用する。 

 

４．農業政策に対する評価 

 それでは、以上に記述した新政権の農業政策の方向と戦略に対して、政策の立案・実施

機関、研究機関、農民組織団体など立場の異なる様々な関係者（ステークホルダー）が、

どのように評価しているのであろうか？ 筆者は、2009 年１月初旬に韓国における現行の

農業政策に対する評価を得るために、様々な機関を訪問してインタビューを行った。以下、

インタビューの内容を項目別に要約するが、その内容が韓国の公式見解ではないことをこ

こにお断りしておく。 

 

（１）政策の姿勢に対する評価 

 李明博政権は市場主義に沿って産業支援の政策（農業の産業化－輸出農業、先端施設な

ど）を打ち出し、強い農業という用語を使っている。また食品産業政策を重視している。

産業支援政策はそれを進めるにあたり、適切な財政と制度を整えつつ市場メカニズムに沿

って進めていく。地域政策は地域ごとに区分して接近していくが、そのためには地方のリ

ーダーを養成することが重要である。 

 韓国農政の重点は、「もうかる農業」へと移行している。政府は大規模農家の育成を政策

理念としている。農林水産食品部は国内の農業と食品産業を連携させる形をとろうとして

いる。韓国の政策は市場経済原理に沿う政策であり、市場重視で競争力を高める。それだ

けで食料安保は確保され、均衡ある発展と開発を維持させることができるとしている。し

かし、それでは大多数を占める零細小農は中・長期的にはなくなってしまう。韓国の指導

層はこの点を憂慮している。 

 保護主義の体制が崩れ、農地転用の規制緩和など現政権では大きく政策の基調が変わっ

た。農業を生産性の高い農業へ転換させるが、市場競争原理は先導農家へ大きな支援を与

える。海外への農産物輸出も積極的に奨励し、2012 年までに輸出農業を目指すというのが

現政権の姿勢である。現政権は付加価値の側面を強調している。小規模農家に対しては、

組織化することを進めているが、いまのところ具体策がない。生産された農産物を地方政

府、農協、農家の間でそれぞれ 30％の割合で拠出したお金で、市・郡のレベルで流通会社
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を設立し、加工などにより付加価値を加えている。 

 

（２）農業構造政策に対する評価 

 農業者の営農規模は小さく、生産された農産物は競争において流通業者に劣っている。

農業者の交渉能力を高めるために農協を大規模化させ、経済事業だけを切り離して事業を

進めていく必要がある。 

 農地規模は拡大する必要がある。高齢者農家の農地を移動させるよう政府が支援してい

る。規模化の効果が大きくなることを期待しているが、現在のところ高齢者が自然にリタ

イアすることを待つしかない。 

 日本と比較して、韓国では規模による稲作生産コストの格差があまりない。農家レベル

で稲作の面積は拡大したいが、高米価で借地の地代が高い。耕地規模７ha 以上の農家では

70％が借地である。都農間の世帯所得格差が拡大しているだけでなく、大規模農家の育成

支援に政府が力を注いだために農業内部でも階層間の所得格差が広がった。稲作は直接支

払制のもとで目標価格を定め、手取り価格を保障している。農協による米の受託販売制度

で米を生産者から一部買い上げることも試みている。地域農協は農協中央会によって支援

されている。畜産と園芸の分野は、価格変動が大きく経営が不安定になりやすい。 

 農家には様々な種類（大規模企業農、中規模農、零細規模小農、集落営農、グループ農

業など）がある。大規模化する農業と零細高齢化していく農業へますます両極分解してい

く。中小規模の農家は協業の形で生産・流通・販売・加工を共同化していく。政策もそう

いう方向へ向かっている。農業は、ビジネスチャンスをうかがう企業農と地域農業からな

る。企業農は利潤を求めるだけでなく、地域に貢献する公益的機能を果たさなければなら

ない。IT 技術が発展している韓国では、インターネットを利用した経営・情報の管理、生

産調整を実施している。ただし一部の大規模な農企業や法人に限られる。農企業が韓国農

業の全体を導いていくことにはならない。韓国には、「韓国ベンチャー農業大学」がある。

これは IT 農業を目指した先導農家を育成することを目的とする。これを地域でネットワー

ク化し、地域全体を中長期的にビジネス化するという構想である。 

 大規模農家には 30～40歳代が多く、所得は都市勤労者よりも多い。高齢者に大規模農家

はあまりない。零細・小規模農家は主として農協を通じて出荷している。中・大規模農家

は独自の出荷形態をもっており、実需者・消費者へ直接販売する傾向がある。 

 一方農家には多くの負債があり、これが農家経済にとって一番大きな問題である。過去

10 年間に負債対策が 2 回あった。利子の減免と返済期間の延長である。しかし根本的な解

決には結びつかなかった。返済が不可能な高齢者農家は土地を売却している。都市近郊で

は農地の売買が活発だが、農村内ではほとんど行われていない。負債を返済できない農家

は農地銀行へ農地を売却することもある。政府は買い上げた農地を農家へ貸与する。農地

を売却した農家に農地の所有権はないが、耕作は継続することができる。農家が農業機械

を購入しても生産性が上がらないために負債が増える。結局機械を農協へ売却することに
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なり、農協が購入した機械を農業機械銀行に預け、農家が必要なときに機械を借りること

になる。1993 年に出現した金永三政権も、大規模ガラス温室建設への支援のような政策へ

転換したが、大規模な投資はおおむね失敗して農家は多くの負債を抱えてしまった。高齢

者が農地を売却する場合、農地銀行に預けた農地は経営規模を拡大する農家へ貸与（農地

価格の１％価格で貸与）される。 

 

（３）食料需給政策に対する評価 

 食料自給率向上のために法律をつくる動きがある。政府は 2015年を目標年とした自給率

の目標値（現在の程度、カロリーベースで 47％）を設定している。飼料穀物が高騰してい

るので、政府はその生産拡大・輸入代替を考えている。水田裏作に家畜飼料としての生産

拡大を図るが、現在は飼料米の開発という段階でない。政府には食料安保の視点が弱く、

自給率向上に向けての目標設定、具体的な政策方針が定まっていない。自給率向上のため

に水田裏作で家畜の粗飼料としての青刈り大麦を栽培して耕地利用率を高めるべきである。 

 機能性食品・農産物の生産の育成でもって地域農業を育成していく。中国産食品は安全

性に問題があり、消費者もまた敏感になっている。安全な食材料を確保するために、民間

企業は直接中国へ行って農場を開設している。安全性に対する食品の転換期を迎えている。 

農産物流通は品目別に対策を立てることが必要である。直売の広がりはあるが、流通のメ

インストリームとはなっていない。直売は流通を合理化する上で刺激となっている。価格

競争は品質競争を含む。高品質・高所得の農業生産で 78％の農業者が救われる。農業者は

様々な技術（IT 技術を含めて）を使って、高品質な農産物の生産と高所得を実現しなけれ

ばならない。しかしながら、こうした技術を使えるのは農業者全体の 10－20％。残りの 80％

の農民は高齢者で後継ぎがいない。したがって将来は全体的に農業が縮小する。 

 80 年代に入って米が余りはじめ、消費者のニーズは食の安全・安心へと変わった。しか

し消費者ニーズに応えているとはいえない。安全性を重視し、GAP（優れた農業実践）を

推進して、原産地表示制度を設けなければならない。親環境農業の実践により高品質の農

産物生産に農業者はいち早く動いていかなければならない。韓国にはまだ食育基本法のよ

うな法律は存在していない。食育に対する消費者ニーズは高く、そのように動き始めてい

る。食育はこれからの課題であり、その対策はいまのところない。自治体では学校給食で

国産（地場産の）農産物を利用する動きがある。 

 

（４）親環境農業政策に対する評価 

 1997 年に親環境農業育成法が成立したが、親環境農業の育成には家畜の導入が重要であ

る。生産の現場では耕種と家畜の有機的関連が弱い。親環境農業を推進して中小農を育成

しようとする話もあったが、これによる農産物は消費全体のわずか 10％であり、価格は 30％

も高い。親環境農法による農産物の生産推進のネックは販路である。生協と取引し共販店

をもっているところもある。しかしながら、物量が少なく価格差もない。低農薬・低肥料
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による農産物は一般の市場に出回っている。農家からの対応策として農民組織(作物班)が解

決策を提示している。 

 農業・農村には食糧生産のほかに多面的機能も産み出される。市民社会団体からの共感

を得て強調していきたい。韓国において農業生産額は 37 兆ウォン、多面的価値が 56 兆ウ

ォン、合計して 93 兆ウォンであり、GDP 比率で９％（農業生産額だけで３％）にものぼる。

政府は農業を生産額だけで評価している。 

 

（５）農村振興政策に対する評価 

 韓国では、農業・農村を含めた地域活性化政策が弱いといえる。地域ごとの政府の支所、

農協を動員し、地域の特性を生かした地域政策を取っていかなければならない。このまま

では伝統的な農村コミュニティの景観を維持できないかもしれない。「里山」がなくなり、

集落のもつ社会的機能が弱化してきているように思える。集落共同体の活性化を政策に盛

り込まなければならない。 

 農村活性化のためには、総合的な見方・接近が必要である。食料の安定的供給、生態系

の維持、伝統的文化が農村に残っているために既存の農村共同体を維持することなどが必

要である。 

 農村では、農協が中心になった「農村愛運動」や「一社一村運動」が起こり始めている。

都市と農村の交流により、消費者は目で確かめた安全な農産物を購入できるし、生産者農

家は安定した販路を確保でき、所得が向上する。村を「ビジネスモデル」として農外＋農

業で所得を増大できるようにする。 

 中山間地域へ向かう人のなかには都市の職場で退職して故郷へ帰り有機農業を始める人

もいる。所得を上げることが目的ではなく自給自足できればよいという考え方である。中

山間地域は、学校、福祉などの施設が整っていないために、若い農業者のなかには子供の

教育のために中山間地域を避ける傾向がある。 

 中山間地域では集落営農が活発とはいえない現状にある。中山間地域で負債を抱えた高

齢者農家の農地を地価が安いために購入する人も存在する。中山間地域では付加価値の高

い農産物生産のための作業は機械よりも手を使う（伝統的な放し飼いによる鶏、高麗人参、

栗、竹類の生産など）ことが多い。 

 

（６）農産物貿易政策および海外農業開発投資対策に対する評価 

 韓国は 2012年までに 100 億ドルの農産物輸出目標を立てている。輸出目標を立てると食

品企業が活性化し、国内農業と食品企業の連携が強化されていく。韓国は日本へ花き、パ

プリカなどを、また中国に対しては花き、加工品、粉乳などを輸出することを目指してい

る。機能性（もしくは伝統的）食品・農産物も輸出につながる。日本との間では高品質農

産物が輸出競合するので、すきま市場に向けていく輸出を拡大していきたい。食品加工の

ための原材料は農協（あるいは民間）を通じて調達しているが、食材料もまた輸出化した
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い。 

 韓米 FTA で米以外はすべての農産物の関税がゼロになっていくことで妥結している。ア

メリカ産牛肉を輸入自由化したことから、韓牛の価格が暴落する一方、一部の農家は韓牛

を大量に買い占めた。韓国の市場では、国産牛肉と輸入牛肉の購買層が異なっている。国

産は輸入産よりも 3倍ぐらい価格が高い。 

 海外に大規模な農場を開設し、そこで生産したものを韓国へ輸入する計画がある。ロシ

ア・ウズベキスタン・インドネシア・カンボジアに食糧基地をつくる。ロシアでは政府と

民間で力を合わせて基地をつくり、輸出規制が行われないようにする。また国際穀物価格

の変動に左右されないようにする。日本には穀物輸入商社があるが、韓国にはない。韓国

にもこうした商社をつくらなければならない。 

 

５．韓国農政がかかえる主要な課題－要約にかえて 

 以上、韓国農業の現状を統計によって分析したのち、同国における農業政策の指針と公

約および政策実現のための具体的な戦略を述べ、現行の政策に対する評価を明らかにした。

調査期間が短く、またインタビューした件数も不十分で見落としている部分も多々あるこ

とは十分に承知しているが、李政権下の農業政策の特徴と戦略およびそれに対する評価は

ある程度明らかになったと考えられる。最後に政策評価の内容を受けて韓国がかかえる農

政上のいくつかの課題を整理し、要約にかえることにする。 

 第一は、少数の大規模企業農と大多数の零細規模農の経済格差が今後さらに拡大してい

くのではないかという懸念である。零細規模の農家には高齢者が多くまた稲作が主たる営

農形態である。直接支払制によって稲作の所得を補填しまた農協を通じて委託販売する制

度が存在するとはいうものの、稲作の存続は韓国が WTOにおいて途上国待遇されていると

ころが大きい。今後のWTO 農業交渉いかんでは途上国待遇から先進国へと移行していくこ

とが十分に考えられる。そうなれば AMS（生産を刺激する政策と貿易を歪曲する政策の助

成合計額）が大幅削減の対象となることに加えて関税化への移行と関税引き下げ、ミニマ

ム・アクセス米の積み増しで、国内米価が下落していく趨勢は避けられそうにもない。国

民が米の消費量を年々減少させ良質米への嗜好・選好が高まっているなかで、零細稲作農

家は存続をかけてどのように対応していけばよいのであろうか？この政策的対応を明確に

稲作農家へ伝え、状況の変化に合わせて救済策を講じる道筋を明らかにしていくことが政 

策立案者には強く求められるであろう（特集１「WTO体制下における米政策の展開～そ

の特徴と課題～」を参照されたい）。 

 第二は、少数の大規模企業農などを今の韓国農業の主要な担い手とする政策方向は理解

できたとしても、そこに内在する潜在的リスクとリスク管理のための政策対応がみえてこ

ないという点である。企業や法人が農業の生産・流通および輸出を、政府の助成を得なが

らビジネスとしてとらえて活動していった場合、例えばこれまで農村共同体でなされてき

た地域資源の管理、環境・生態系の保全など公益的機能の発揮をこれら経営主体に期待で
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きるであろうか？ 農業ビジネスは高付加価値の追求と生産コストの低下など経営的工夫

により利潤を生みだすことができたとしても、地域資源の枯渇や環境・生態系の荒廃とい

う外部不経済まで企業農が負担することが可能なのか？もしくはその部分は政府が応分の

負担を行いリスク管理していくのか？公式の政府資料や見解からはその点がなかなか伝わ

ってこない。 

 第三は、第二の課題とも密接に関連して、農村のもつ多面的機能（農村に継承されてき

た社会的関連資本や文化・慣習などの伝承など）がとくに中山間などの条件不利地域にお

いて今後どのように維持されていくのか、そのための政策的解決シナリオが容易に見出さ

れないという点である。零細規模の高齢者農家が農業に見切りをつけ後継者もいないとな

れば、農村からの人口流出にはさらに拍車がかかる。それは同時にムラが崩壊し、農村の

多面的機能が消失していくことを意味している。政府が観光農業の推進や多様な就業機会

の誘致策を掲げたとしても、いったん崩壊し始めればそれをとどめることはきわめて難し

いであろう。農村人口の流出は農業生産資源の基盤それ自体も崩壊させてしまう（日本に

おける耕作放棄地の増加など）。零細規模の高齢者農家に対して社会安全網を構築するだけ

でなく、農村で農業により生計を維持存続できるだけの経済的セーフティが設定されてし

かるべきであろう。第二と第三の政策課題については、韓国農漁村社会研究所の見解に同

意するところが大きい。 

 第四は、輸出農業を推進していくために必要な前提条件の整備である。市場競争原理に

沿って比較優位のある食料や農産物を企業農や法人、食品企業が市場開放の好機をとらえ

て効率的に生産しそれを輸出につなげていくことは農業発展のための有効な戦略であろう。

問題は輸出市場の拡大見通しが必ずしも楽観を許さない状況にあるということである。日

本も輸出の拡大を重要な政策の一つに掲げているが、世界的な同時不況のあおり国際市場

は縮小して、輸出の伸びにかげりがみえている。高品質な食料・農産物を安定的に輸出供

給するためには、生産・製造レベルだけでなく、国際市場の動向を見据えた情報の収集と

分析結果をもとにしたマーケットリサーチとそれに基づく輸出販売戦略の用意周到な工夫

が必要であろう。その一方で、様々な諸国との FTA 締結により、これまで以上に食料・農

産物の輸入攻勢が強まってくるであろう。輸入に関連した国内の制度と政策の改編に伴う

輸入の増加が韓国農業のどういった側面に新たな問題を波及させ、輸入増加の傾向を見通

したうえでなおも、それを契機としてどういう方向が韓国農業の生き残り戦略（例えば高

品質で安全で安心できる国産の食料・農産物の差別化戦略など）として有効なのかを探求

していく必要があろう（特集２「FTA と農産物貿易の自由化－牛肉自由化をめぐる騒乱

とその後－」を参照されたい）。 

 第五は、食料安全保障に向けた具体的方策の提示である。韓国農政には日本で最も重要

な農政課題の一つである「食料自給率向上」に向けた具体的な政策手法が不明である。今

後 5 年先でも食料自給率は現行の水準におかれるというのは、いったいどういう根拠に基

づいているのかなかなか理解することができない。日本では水田の高度利用による土地利
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用型作物（小麦、大豆、飼料用とうもろこし、飼料米など）の増産に向けた対策を講じて、

国民の期待に応えようとする政策姿勢がみられる。韓国も食料需給を取り巻く内外の環境

は似通ったものであることから、国内における農業生産資源基盤の脆弱性、世界的な食料

需給展望の不安定・不透明を視野に入れるならば、食料安全保障のための具体的な方策と

戦略が示されて当然であろうと考えられる。 

 第六は、東アジア地域（日本、韓国、中国など）の農業に対する理解と認識の共有化お

よびそれをもとにした互恵的な協調・協力関係を構築していく必要があるという点である。

これは韓国にとどまらず域内の諸国で考えていかなければならない農政上の課題である。

それぞれの諸国に与えられている農業生産資源の賦存条件、農業技術や食品製造技術の開

発と利用、食料需給の状況とその変化見通し、経済発展と所得水準の違い、食料・農産物

貿易や海外農業開発投資の政策や戦略の違いなどを背景に、貿易や投資を通じて相互に農

業が発展していく素地は十分に存在するものと考えられる。いうまでもなく品目別には市

場での競合と非競合が存在しようが、域内諸国の制度と政策を調整し相互に情報と知識を

交流させることにより、世界でも有数の市場経済圏において経済的な利益を相互に引き出

しあうことが可能となろう。それが将来の食料需給に不安を残すこの地域の食料安全保障

にもつながるにちがいない。 

  

引用・参考文献： 

 (1) 農協経済研究所（2008）『開放化時代、農業・農村問題と解法研究』（韓国語） 

 (2) ソウル経済新聞ホームページ（http://economy.hankooki.com）、アクセス日：2009．2．

10 

(3) 金鎔澤ほか（2007）『国際穀物市場の新たな変化と国内対応方案』韓国農村経済研究院

（韓国語） 

 (4) 金炳律（2008）『強い農林水産業づくり戦略』韓国農村経済研究院（韓国語） 

 (5) ハンナラ党（2007）『17 代大統領選挙ハンナラ党政策公約集「一類国家希望共同体 大

韓民国」』（韓国語） 

 (6) 金鎔澤ほか（2007）『国際穀物価格上昇の影響と対応戦略－シンポジウムの結果報告

－』韓国農村経済研究院（韓国語） 
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特集１： WTO体制下における米政策の展開～その特徴と課題～ 

 

 韓国農業の中心は稲作である。2004 年現在、米の農業総生産額に対する比率は 27.6％、

水田面積の総耕地面積に対する比率は 60.7％、稲作農家の全農家数に対する比率は 73.7％

である。したがって稲作の有り様いかんが韓国農業を大きく左右するといっても決して過

言ではない。WTO体制へと移行した 1995 年以降の 10年間、韓国は様々な交渉の過程を経

ながら、米関税化の期間延長と米に大きく偏重している AMS（生産を刺激する政策と貿易

を歪曲する政策の助成合計額）の漸次削減、ミニマム・アクセス米の受け入れなどを行い

つつも、この間に曲がりなりにも二重価格制度に基づく米の価格支持が維持されてきた。

2004年にはWTO の合意見直し交渉で向こう 10 年間において関税化のさらなる猶予が約束

されたものの、その代償としてミニマム・アクセス米の輸入枠拡大、AMS の大幅縮小は避

けられない事態となった。WTO 体制のもとで、米価の決定は政府の買上による価格支持か

ら市場原理に委ねる方向へと大きくシフトし、米の需要減少を背景に需給が大幅に緩和し

ていることと相まって米価が下落する様相をみせてきている。また、米の流通も政府から

農協や民間業者へ任せる自由化、規制緩和の方向へ転換してきている。 

 このように、米をめぐる環境が政府介入から市場原理の導入へと転換しているなかにあ

って、2004 年には「米産業総合対策」が発表され、消費者のニーズに沿った高品質米の生

産、中核となる稲作農家への農地集積による規模の拡大、直接支払による所得支持、民間

等の主導による米流通の活性化などが、米産業を維持発展させるための政策手段として掲

げられた。 

 このうち直接支払による所得支持は、2005 年に「米所得等補填直接支払制度」として制

定された。この制度は市場価格の低下に伴う稲作農家の所得を安定させるために導入され

たものである。直近の過去３ヵ年間の平均で固定させた目標価格と当該年度の全国平均産

地価格の差額の 85％を直接支払として補填する制度である。補填は、固定型と変動型の二

重構造となっており、固定型は水田の多面的機能を保全することに対して支払われる部分

であり、変動型は市場価格の低落に伴う激変緩和措置に相当する部分である。また、民間

主導による米流通の活性化は、2006 年から試行的に始まった「米受託販売制度」において

制度化された。これは、従来農家が籾米を農協 RPC（Rice Processing Complex）に販売する

だけで農家の稲作収入が決定するという買取方式に代えて、米受託販売制度に参加する農

家と農協 RPC の間での取り決めにより、農家が農協 RPCへ収穫した籾米を搬入した時点で

受給する仮渡金と農家から米の販売委託を受けた農協 RPC が精米で市場へ販売した額から

手数料を差し引いた精算額を農家へ引き渡すというものである。この場合、籾米の搬入価

格と精米の販売価格との価格差が稲作農家の所得の大きさを決定する。このように両制度

ともに市場原理の運用に委ねた装置であり、市場で決定された米価を補填によって下支え

しつつ所得を補償するというものである。 

 また韓国では、日本でいう環境保全型農業政策に類した「親環境農業政策」のもとで、
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直接支払制度と親環境農業実践農家の所得減少および公益追求に対する補償を伴いながら、

高品質かつ安全で食味のよい米づくりに取り組んでいる（１）（板垣，2008）。この政策もま

た、「米所得等補填直接支払制度」および「米受託販売制度」と密接に関係している。すな

わち、高品質米の価格は全国平均産地価格よりも高いことから、高品質米の生産を可能に

する諸条件の整った地域ではより多くの所得補償が受けられ、また農協 RPC を通じた市場

販売後の精算額もより多く確保することができる。逆にいえば、そうした諸条件が整わず

高品質米の生産に不利な地域では産地価格が全国平均産地価格よりも低く形成され、所得

補償と精算額が不十分となる。結果として、米生産の地域間格差が引き起こされる。尹在

彦は彼が提出した学位請求論文（２）のなかで「高い価格が形成される地域においては、制度

が所得減少に対する補填というよりも、稲作農家には生産奨励的な意味合いが色濃くして

作用している」（尹,2009）という重要なポイントを指摘している。その意味では米の生産も

また、親環境農業の農法に即した稲作の展開が求められ、生産者は稲作の収益性向上を求

めて、差別化されたブランド米の生産に高い意欲をもち、親環境農業政策によってそのイ

ンセンティブを与えられているといえよう。他方、AMS の削減を目指して進められた２つ

の制度は親環境農業政策の実施を伴いながら、結果として稲作農家所得の地域間格差の拡

大という深刻な課題を発現するに至った。 

 以上みてきたように、韓国では近年市場原理に沿う米の生産と流通に即した政策が展開

されてきたが、中・長期的な視点でみれば、経営能力と経営意欲の高い稲作農家に農地を

集積させて大規模化し、機械化一貫作業体系で生産と流通に関わるコストを低減させつつ

販売価格を低下させ、消費者ニーズに適合した高品質の米を生産する方向が強く求められ

る。農家の世代交代が急速に進みつつあるいま、こうした構造政策をいかに効率的かつ効

果的に進めていくべきか。WTO農業交渉で米をはじめとする重要品目の関税引き下げが韓

国においても不可避な状況の下で、韓国の米政策は重要な転換期に迫られているといえよ

う。 

 

引用・参考文献： 

（１） 板垣啓四郎（2008）「韓国における親環境農業政策と稲作の新展開」（未定稿） 

（２） 尹在彦（2009）『WTO 体制下の韓国における米政策の転換と課題に関する実証的研

究－「米所得等補填直接支払制度」と「米受託販売制度」を中心として－』東京農

業大学学位（博士）論文（非刊行物） 
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特集２：  FTAと農産物貿易の自由化－牛肉自由化をめぐる騒乱とその後－ 

 

 2008 年 5 月から６月にかけて、韓国の国民と畜産農家はアメリカ産牛肉の輸入再開に激

しく抵抗した。これによってアメリカ産牛肉の輸入が中止に追い込まれると同時に李明博

政権を根底から揺さぶった｡NNA BUSINESS MAIL ASIA 版（http://www.nna.jp/,以下 NNAと略す）

から得た情報によると、「農林水産食品部は 4 月 18 日米国産牛肉の輸入制限を段階的に緩

和することで米国側と合意したと発表。まずは『生後 30 カ月未満』の牛に限り、骨付き牛

肉の輸入を認める方針で、その後牛の月齢制限も撤廃することで合意した」（NNA, 韓国

-2008.4.21）。「これにより争点だった牛肉の『部位』と『月齢』の両方で合意に達し、事実

上の全面開放で合意したことになる」（NNA, 韓国-2008.4.21）とした。アメリカ産牛肉の本

格的な輸入は、2003年 12月にアメリカで BSE（牛海綿状脳症）が発生したことを受けて中

断して以来とされる。合意では 2008 年 5 月中旬にも輸入が再開される見通しであったが、

国民の反発が強く連日デモが続いたため、輸入は延期されることになった。安全が担保さ

れないアメリカ産牛肉の輸入再開に反対した国民が開催したロウソク集会を李政権が反政

府勢力と決めつけた（オーマイ新聞,2008.7.13）ことで、国民は激しい怒りを表した。また、

アメリカ産牛肉の輸入が再開されれば、韓牛（国産牛）の産地価格が下落するものと見通

されたことから、全国韓牛協会は大規模な反対デモの実施を予告した（NNA, 韓国

-2008.4.21）。 

 こうしたアメリカ産牛肉の輸入再開に対して国民および畜産農家の激しい怒りをかった

背景には、2007 年 4 月に韓国とアメリカの間で締結された自由貿易協定（韓米 FTA）に基

づく牛肉を含めた農産物の市場開放がある。韓国はアメリカに対して競争力の高い工業製

品の関税撤廃を迫る一方で、その見返りにコメを例外として農産物の関税をゼロまで段階

的に引き下げていくという市場開放を約束した（１）（嶋津,2007）。それでは、なぜ国民の激

しい抵抗が予想されたにもかかわらず、韓国政府はアメリカとの間に農産物の市場開放を

約束したのか。NHK解説委員の嶋津は、「韓国が国内経済の停滞と産業競争力の低下を回避

するためには、世界最大のアメリカ市場のパイを確保する一方、国内の生産性の低い分野、

農業やサービスの分野を市場開放で競争状態を作り出すことによって、経済全体の生産性

の向上を図っていく狙いが込められている」（嶋津,2007）という見解を述べた。要するに、

韓国政府がとった立場は、輸出工業化の既定路線を踏襲しつつ経済を発展させるために比

較劣位にある農業部門の市場開放はやむをえず、市場開放はむしろ農業分野などの体質と

競争力の強化を促すことにつながるとした。この立場からはマクロ経済の視点で農業を含

む産業競争力の確保と強化はみてとれるものの、生活者と農業者が求める「安全で安心な

暮らし」とは程遠いものであったということができる。ここに牛肉の輸入自由化をめぐる

政府と国民・農業者の間に認識上の大きな落差と軋轢があり、激しい抵抗運動が続いたと

みることができる。 

 その後、政府はアメリカ産牛肉輸入の検討作業に入り、国産牛産業の育成など農漁業セ
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クターを活性化するためのタスクフォースを設置するとともに、アメリカとの間で牛肉輸

入に関する再交渉を開始した（NNA, 韓国-2008.8.20）。そして 2008 年 11 月 27 日に、大手

スーパー3 社は限定つき（生後 30 ヵ月以上の牛肉の輸入は中断）ながら、アメリカ産牛肉

の販売開始を決定した（NNA, 韓国-2008.11.26）。 
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